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は じ め に

1995年12月 に働社会経済生産性本部1)お よび協力企業によって創設 され,現

在は日本経営品質協議会によって運営 されている日本経営品質賞 も,既 に10年

以上の年月が経過 し,日 本経営品質賞の受賞企業の数 も20社 を超えている。現

在では,県 や市 といった地方自治体が運営 し,当 該自治体内の企業向けの 「地

方経営品質賞」ばか りでな く,自 治体 自身を対象 とした 「行政経営品質賞」の

取組みも多 くの県や市町村で始まっている。

日本経営品質賞は,事 業環境や市場の変化に即応 しなが ら 『卓越 した業績』

のための経営革新 を実現する体質を作 り上げる 「経営品質向上プログラム」の

考え方を基礎 としている。つまり企業や組織は,そ の適切な運営の要件 を満た

すためにそれぞれの企業や組織に相応 しい 「仕組」を構築 ・展開 しなければな

らず,そ して,そ の結果を自らが評価(ア セスメン ト)し,仕 組自身をより良

い仕組に自律的に改善 してい くことが,求 められているのである。 この際,日

本経営品質賞では,自 社の状況や業績 を評価(ア セスメント)す るため基準は

常に新 しい考え方と企業経営に対する時代状勢 を的確に取 り入れたものでなけ

ればならない としている。そのため,「日本経営品質賞アセスメント基準書」は,

1)1996年6月 に経営品質賞の運営推進組織として経営品質協議会が設置され,日 本

経営品質賞にかかわる運営の一切を行っている。その後さらに,地 方経営品質協議

会が設置され,県 や市といった地域経済界が主体となった地方経営品質賞の運営も

開始されている。
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日本経営品質賞委員会 として組織 された専門家 によって毎年見直 しが行われ,

改訂 されている。なお,ア セスメント基準書は,決 して特定の経営手法の導入

を義務づけたり奨励 したりしているわけではな く,企 業が実践すべ き考え方や

果たすべき要件 を示 したうえで,そ の要件を実現するための仕組を構築 し,組

織全体 に普及 させ,機 能 させ,結 果として 「経営品質向上プログラム」を実現

することを求めている。 さらに各企業が構築 ・展開すべ き各種の仕組 は,当 該

企業固有の経営環境や事情,状 況に適合 したものでなければならないとしてい

る。

「経営品質向上プログラム」は,米 国 「マルコム ・ボル ドリッジ国家品質賞

(以降,MB賞2))」 によるセルフアセスメ ント(自 己評価)の 考 え方 を範 と

しており,現 在 までにアジアや欧米をは じめ約60の 国や地域で実施 されている

プログラムである3)。

本稿では,日 本経営品質賞のアセスメン ト基準 に注 目し,そ の改訂の経緯に

基づいて日本経営品質賞の特徴や課題 を明 らかにすることを目的 としている。

そのために,1997年 度～2005年 度の日本経営品質賞のアセスメン ト基準書にお

けるフレームワーク4)を分析 している。 さらに,「経営品質向上プログラム」

の考え方に基づ く他国の経営品質賞であるMB賞 および欧州経営品質賞5)の フ

レームワークと日本経営品質賞のフレームワークを比較分析することによっ

て,日 本経営品質賞に固有の特徴や課題を浮 き彫 りにすることを試みている。

2)正 確 に はMalcomBaldrigeNationalQualityAwardと い う。

3)経 営 品質協 議 会 の ま とめ た結果 に よる と,2005年1月 時点 で59の 国 ・地 域 で"経

営 品 質賞"と して 導入 され て い る ようで あ る。(http://www.jqac.com/中 の"世

界 の動 き"よ り)

4)日 本 経営 品質 賞,ア セス メ ン ト基準 にお ける フ レー ム ワー ク とは,企 業 や組 織 の

経営 全体 を見 るため の経 営 の大 きな枠 組 み を幾 つ かの カテ ゴ リーで規 定 し,そ れ ぞ

れ の カ テ ゴ リー にお け る ア セス メ ン ト項 目や その 基準 ・考 え方 を示 した もの で あ

る。

5)正 確 に はEU(ヨ ー ロ ッパ 連合)に お いてFEQM(EuropeanFoundationfor

QualityManagement)が 制定 した アセ ス メ ン ト基 準(AssessorenBewertung-

sbuch2003)の 内容 であ る。 ただ し,FEQMに お い て は フ レー ム ワー ク とい う呼

び方 は して お らず,ExcellenceMode1(dasExcellenceModel1)と 呼 ん でい る。
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その結果,日 本経営品質賞が企業の経営革新を推進するツール として適切な改

訂や運用が行われていることが確認 される一方,日 本固有の問題点 も幾つか明

らかになったと考 えられる。

1.日 本経経営品質賞の概要

既に述べたように日本経営品質賞は,1995年 に㈲社会経済生産性本部と協力

企業によって創設 された賞であるが,そ の本当の狙いは 『卓越 した業績』 を生

み出せる事業体質/組 織体質を作 り上げる「経営品質向上プログラム」の啓蒙 ・

普及 と考え られる。つまり,日 本経営品質賞では,多 くの企業が賞を獲得する

ことを最終的な目的としているわけではな く,賞 はあ くまでもツールのひとつ

であって,最 終 目標は 「経営品質向上プログラム」の普及 と多 くの企業の自律

的な経営品質の向上 ・改善である。ちなみに,日 本経営品質賞の評点総括 は,

2005年 度版のアセスメン ト基準書では表1の ように規定されているが,日 本経

営品質賞の受賞基準はA+(概 ね650点)と なっている。表1か ら明らかな通 り,

満点はAAA(1000点)で あるから,日 本経営品質賞を受賞 したとしてもそれ

は,一 通 りの仕組が出来上がっているというレベルであって依然として改善の

余地は多 く残 ってお り,100点 満点で考えれば65点,つ まり,"優 良可"方 式で

言 えば"可"に す ぎない。ちなみに,先 駆者である米国のMB賞 で見ても,評

価点が800点 を超える企業はほとんど存在 しないといわれているそ うである6)。

6)経 営 品質協 議 会 ホー ムペ ー ジの"よ くある質 問"の 回答,お よび経 営 品質協 議会

の"ア セス メ ン トコースG1"で の レクチ ャー よ り。
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表1.組 織全体の評点総括

レベル 評 点 内 容

〔改善 に向けた取 り組みが見 られない〕

組織の理想的状態を明確 に してお らず,現 状を維持す る考 え方 にとら

D (～99) われてい る。変革に向けてのものの見方や考え方が見 られ ないため,

改善 に向けた行動が行われず,活 動結果,総 合計画 と もに,改 善傾向

が全 く見 られず明 らかに低い水準 にある。

(100～ 〔過去の枠組みの中での改善行動〕
一

199) 組織の 目的 とそれを実現 する理想的状態の追及が不 十分 なため,一 般

C 的な方法を導入するに とどまっている。過去の枠組みの中での改善や,

十
(200～

299)

その場 限 りの行動が中心 になっている。それ により,活 動結果,総 合

結果 ともに,期 待する改善傾向が得 られていない。

(300～ 〔過去の枠組みに基づく改善か ら,革 新へ向かい始めている〕
一

399) 組織の 目的 とそれを実現す る理想的状態 を明確 に したうえで,現 状 と

の ギャップ を認識 し改善 に結 びつ けてい る。組織 内での対話が重視 さ
B

十
(400～

れ始めてお り,組 織 の 目的を実現するための部 門や活動 間での協力関

係 も醸成 され始めている。 それによ り,活 動結 果,総 合結果 ともに,
499)

改善傾向が見 られ始めてい る。

〔求める価値 を戦略的 に考 え,行 動 している〕

一
(500～ 組織の 目的 とそれを実現す る理想的状態 を組織全体 で共有 し,現 状 と
599) のギャップを認識 し戦略的に行動 してい る。組織 内での対話が活発に

行 われ,他 部門 との協力 関係が構築 され,そ れぞれの目標 は組織全体
A

の目標 との一貫性 が とられている。顧客や市場 の変化 に対 し,現 場 は

十
(600～

699)

顧客価値実現の原則 に基づ いて行動 し,行 動 した結果か ら新たな方法

が創造 され始めている。 それ によ り,活 動結果,総 合結果 ともに改善

傾向がみ られ,競 合 を上回っている。

一
(700～

799)

〔組織全体で学習することによ り,大 きな価値 を生み出している〕

組織の 目的 とそれを実現す る理想的状態 を組織全体 で共有 し,顧 客価

値実現 に向けた組織 運営 の原理,原 則が定着 している。対話に よる 自

AA 律 的な相互連携が定着 し,組 織全体で,よ り多 くの新た な発見 をし,

十
(800～

899)

そ こか ら独 自の価値 を生 み出す学習が展開 されている。それ によ り,

活動結果,総 合計 画の多 くで改善傾向がみ られ,業 界最高水準 を達成

している。

〔革新軌道 に乗って最高の成果 を生み続けている〕

組織の 目的 とそれを実現す る理想的状態を組織 内お よび関係する外部

と共有 し,顧 客価値実現 に向 けた組織運営の原理 ・原則が定着 してい

AAA
(900

～)

る。組織の 目的を実現す るため に,組 織 内および関係す る外 部 との対

話 による自律 的な相 互連携が常態化 し,独 自の価値創造 と価 値 を高め

るための学習が絶え間な く行 われ てい る。それによ り,活 動結果,総

合結 果の ほとん ど全てが業界 を超 えてベ ス トプラクテ ィスの水準 と

な って い る。
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日本経営品質賞における評価は,ひ と言でいうと,『卓越 した業績』 を生み

出すのに必要な種 々の要件 を実現するために,「"仕 組"が 構築 ・展開されてい

るか?」,「"仕 組"や その結果生み出される業績等の評価が行われているか?」,

そ して 「仕組を改善するための"仕 組"が 構築 ・展 開されているか?」 という

ことである。 したがって,特 定の優れた経営者やカリスマ経営者の判断やリー

ダーシップによって運営 される企業が,た とえ 『卓越 した業績』を生み出 して

いたとして も,そ れがシステマティックな仕組の結果ではない場合には,日 本

経営品質賞における評価は低 くなる。実際にこのような企業や組織の場合,リ ー

ダーや経営者が交代 してしまうと高い業績を維持できる可能性 は高 くないこと

は自明であろう。

次に,『卓越 した業績』 を生み出すために必要 と考えられる種々の要件 とは

何であろうか?日 本経営品質賞では以下のように要件 を導出している。

実は,日 本経営品質賞は公の賞にしては稀 と考えられるが,企 業経営のある

べ き姿 としての価値前提 を有 している。「基本理念」 と呼ばれるものであ り,

日本経営品質賞の基本的価値,態 度,信 念,行 動基準 などを示すものである。

具体的には次の4項 目である。

*顧 客本位

*独 自能力

*社 員重視

*社 会 との調和

この経営に対する 「基本理念」 については,恐 らく全ての経営者が完全に賛

成できるものではないであろう。例 えば,極 端な例 として 「会社は儲かれば良

い」 とするような考え方を尊重 している経営者にとっては,こ の基本理念は容

認できないと考えられる。もちろん,経 営に対する価値観や理念は単なる"考

え方"あ るいは"信 じる道"と いったものであ り,法 律の範囲内で許容される

ものであれば,自 由であることは言うまでもない。 しかし,日 本経営品質賞で

はあえて上記 した基本理念を掲げている。換言すると,こ の4つ の理念を受容

することのできない企業は,決 して,日 本経営品質賞を受賞することはで きな
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い仕掛 けになっている。

日本経営品質賞では,上 記 した基本理念に基づいて 「重視する考え方7)」 を

抽出している。これは,時 代状況等 に応 じて経営環境上重視する必要があると

考えられる項目であ り,毎 年見直 しが行われている8)。2005年 度における日本

経営品質賞の 「重視する考え方」は次の7つ である。

① 顧客から見たクオリティ

② リーダーシップ

③ プロセス志向

④ 対話による 「知」の創造

⑤ スピー ド

⑥ パー トナーシップ

⑦ フェアネス

そ して,「基本理念」および 「重視する考え方」に基づいて 『卓越 した業績』

を実現するための具体的要件が,「 フレームワーク」 として規定 されているの

である。これは,企 業や組織の経営活動全体を見 るための経営の大 きな枠組み

が,カ テゴリーとカテゴリー毎のアセスメント項目として規定されたものであ

る。なお,カ テゴリーお よび各カテゴリーのアセスメント項目も 「重視する考

え方」同様 に毎年見直 しが行われ,改 訂等が行われている。

フレームワークでは 「カテゴリー」 と同 レベルで 「プロフィール」 と呼ばれ

る当該企業 ・組織の基本的な考え方や認識に関する明確化 も求められている。

これは評価や審査の対象 として評点化 されることはないので,便 宜的にフレー

ムワークの中に置かれているとも言えるが,カ テゴリー毎に設定されたアセス

メ ント項 目に対す る評価や審査妥当性を確保するための前提情報 となるもの

で,重 要 性は高い9)。

7)2002年 度 まで は"基 本 的考 え方"と 称 していた が,2003年 度 か ら"重 視 す る考 え

方"に 呼称 が変 更 され てい る。

8)た だ し,「 重視 す る考 え方」 につ いて は後述 す る 「フ レー ム ワー ク」 ほ ど頻 繁 に

変 更 にな る こ とはない。

9)第2章 で示す よ うに,プ ロ フ ィー ルが フ レー ムワ ーク に含 まれ る ように なった の
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以上のように,日 本経営品質賞では図1に 示す ような3段 階の構造で,『 卓

越 した業績』のための要件が規定 されている。この考え方は,MB賞 と同じ

である10)。しか し,欧 州経営品質賞の場合は少 し異な り,「基本理念」 と 「重

視する考え方」 に相当するものが明示されてお らず,カ テゴリーとアセスメン

ト項 目のみである。 これは,欧 州経営品質賞はそ もそ も欧州連合(EU)の 共

通的な経営品質賞の枠組みとして設定されているという事情によると推察 され

基本理念

難
轍
難

重視する考え方 (① 顧客から見たクオリテ・)② ・一ダーシ・プ

③プ・セス志向(④ 対言舌による ・知・の創造)

⊂ 亜 ヨ ∋ 〔⑥パー ・ナーシ・プ)⑦ ・・アネス
[20e5eg度 アセスメン ト基準における重視する考え方〕

圃 滞

フ レー ム ワー ク プロフィール ※プロマィールは直接の評価対象とはならない

カテゴ リー アセスメン ト項 目

図1.日 本経営品質賞における企業 ・組織の要件の3段 階ブレイクダウンの様子

は,2001年 度 以 降で あ り,1999年 度 ～2000年 度 にお いて は"事 業概 要"と 呼 ばれて

いた。 さ らに,1998年 度以 前 の フ レー ム ワー クには,こ の よ うな もの は存在 してい

なか った。

10)MB賞 で"基 本理 念"に 相 当す る ものは,"到 達 目標(ExcellenceGoals)"と 表

現 され てお り,そ の 内容 は,2003年 度の 審査 基 準 で は,「 顧 客 へ の常 に改 善 され続

け る価 値 の提供 と市場 にお け る成功 へ の貢献 」,「組織 全体 の有 効性 と組 織能 力 の改

善 」,「組織 お よび従 業 員個 人 の学 習 効果 」 の3つ となっ てい る。 また,"重 要視 す

る考 え方"に 相 当す る もの は"基 本 的価 値観 と概 念(CoreValuesandConcepts)"

と呼 ばれ てお り,次 の11項 目が設 定 され てい る。「ビジ ョナ リー リー ダー シ ップ」,「顧

客 主 導 の卓越 性 」 「組織 と個 人の 学習 」 「従業 員 と提 携 先 の尊 重」 「俊敏 性(ア ジ リ

テ ィ)」 「将 来重 視」 「革新 に向 けた マネ ジ メ ン ト」「事 実 に基 づ くマ ネ ジメ ン ト」「社

会 的責 任」 「結 果重 視 と価値 の創 造」 「シス テム 的視 点 」 であ る。
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る。つまり,EU参 加各国では,欧 州経営品質賞に準 じる内容 と形態で国ごと

に経営品質賞が設定 ・運営されてお り,「基本理念」や 「重視する考え方」 に

相当する部分は,各 国の企業経営や経済状況等の事情 に応 じて適切に設定する

ことが期待 されているため と考えられるのだ。

2.日 本経営品質賞アセスメン ト基準の進化 ・改定に関する分析と考察

本章では1997年 以降の日本経営品質賞のフレームワークの進化 ・改訂に関す

る分析 と考察を行う。

(1)日 本 経 営 品 質 ア セ ス メ ン ト基 準 に お け る フ レ ー ム

1997年 度 ～2005年 度 ま で の 日本 経 営 品 質 賞 の フ レー ム ワー ク を 表2～10に 示

す11)。

(2)ア セスメン ト項目の変化に関する分析

表2～ 表10に 示 した各年度のアセスメン ト基準のカテゴリーあるいはアセス

メント項 目の名称 ・内容に関する改訂の様子は表11に 示す通 りである。なお,

表11に はアセスメント項 目ではないが,事 業概要やプロフィールの改訂につい

ても含めている。

11)分 析 の ため の2001年 度 以 降の フ レー ム ワーク に関す る原 デ ー タは,文 末 に示 した

参 考文 献 ・資料1),2),3),4),5)よ り入手 。1997年 度～200年 度 分 につい て

は,経 営 品質協 議会 の ホー ムペ ー ジ(参 考 文献 ・資料 の10)よ り入手 。



日本経営品質賞アセスメント基準の分析に基づく特徴と課題

表2.1997年 度の日本経営品質賞フレームワーク
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カ テゴ リー ア セス メン ト項 目 割り当て評価点

1.0リ ー ダ ー シ ッ プ 1.1リ ー ダー シ ップ発 揮 の仕 組 100

1.2社 会 的 責任 50

2.O情 報 の共有 化 と活

用

2.1情 報 の 選択 と共 有化 20

2.2競 合 比較 とベ ンチマ ー キ ング 40

2.3情 報 の分 析 ・活用 20

3.0戦 略 の立案 と展 開 3.1戦 略 の 立案 40

3.2戦 略 の展 開 と確 認 40

4.0人 材 開発 と学習 環

境

4.1学 習 環境 50

4.2社 員 教育 ・訓練,自 己啓発 30

4.3社 員 満足 40

5.0プ ロ セ ス ・マ ネ ジ

メ ン ト

5.1基 幹 業務 プロセ スの マ ネ ジメ ン ト 60

5.2支 援 業務 プロセ スの マ ネジ メ ン ト 30

5.3ビ ジネ スパ ー トナー との協 力 関係 30

6.0顧 客 ・市場 の理解

と対 応

6.1顧 客 ・市 場 の理解 70

6.2顧 客 へ の対応 40

6.3顧 客 満足 の 明確化 40

7.0企 業 活動 の 成果 7.1社 会 的責 任 の成果 40

7.2人 材 開発 と学 習環 境 の成果 40

7.3ク オ リテ ィ活 動 の成果 60

7.4事 業 の成 果 60

8.0顧 客 満足 8.1顧 客 満足 と市 場 での評 価 100

(合計点) 1000
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表3.1998年 度 の 日本 経 営品 質賞 フ レー ムワ ー ク

カテ ゴ リー アセ スメ ン ト項 目 割り当て評価点

1.0経 営 ビ ジ ョ ン と

リ ー ダ ー シ ッ プ

1.1リ ー ダー シ ップ発 揮 の仕 組 100

1.2社 会 的責 任 と企業 倫理 70

2。0情 報 の共有 化 と活

用

2.1情 報 の選 択 と共有 化 30

2.2競 合 比較 とベ ンチマ ー キ ング 30

2.3情 報 の分 析 ・活用 20

3.0戦 略 の策定 と展 開 3.1戦 略の 策定 40

3.2戦 略の展 開 40

4.0人 材 開発 と学習 環

境

4.1人 材 開発 の立 案 20

4.2学 習 環境 30

4.3社 員 教育 ・訓練,自 己啓発 30

4.4社 員 満足 30

5.0プ ロ セ ス ・マ ネ ジ

メ ン ト

5.1基 幹 業務 プロセ スの マ ネジ メ ン ト 50

5.2支 援 業務 プロセ スの マ ネジ メ ン ト 30

5.3ビ ジ ネスパ ー トナー との協 力 関係 30

6.0顧 客 ・市場 の理解

と対 応

6.1顧 客 ・市 場 の理解 70

6.2顧 客 へ の対応 40

6.3顧 客 満足 の 明確化 40

7.0企 業 活 動 の成果 7.1社 会的責任と企業倫理の成果 40

7.2人 材 開発 と学 習環 境 の成 果 40

7.3ク オ リテ ィ活 動 の成果 60

7.4事 業 の成 果 60

8.0顧 客 満足 8.1顧 客 満足 と市 場 での評 価 100

(合計点) 1000



日本経営品質賞アセスメント基準の分析に基づく特徴と課題

表4.1999年 度の日本経営品質賞フレームワーク
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カテ ゴ リー アセ ス メ ン ト項 目 割り当て評価点

事業概要 一

1.0経 営 ビ ジ ョ ン と

リー ダ ー シ ッ プ

1.1リ ー ダー シ ップ発揮 の仕 組 100

1.2社 会的責 任 と企 業倫 理 70

2.0顧 客 ・市場 の理 解

と対応

2.1顧 客 ・市 場 の理 解 70

2.2顧 客へ の対応 40

2.3顧 客 満足 の 明確 化 40

3.0戦 略 の策定 と展 開 3.1戦 略 の立案 40

3.2戦 略の展 開 40

4.0人 材 開発 と学習 環

境

4.1人 材開発の立案と学習環境の構築 20

4.2学 習環境 30

4.3社 員教 育 30

4.4社 員満足 30

5.0プ ロ セ ス ・マ ネ ジ

メ ン ト

5.1基 幹業務 プロ セス のマ ネ ジメ ン ト 50

5.2支 援 業務 プロ セス のマ ネ ジメ ン ト 30

5.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協力 関係 30

6.0情 報 の共有 化 と活

用

6.1情 報 の選択 と共 有化 30

6.2競 合 比較 とベ ンチ マー キ ング 30

6.3情 報 の分 析 と活 用 20

7.0企 業活 動 の成 果 7.1社 会的責任と企業倫理の成果 40

7.2人 材 開発 と学習 環境 の成 果 40

7.3ク オ リテ ィ活動 の成 果 60

7.4事 業 の成 果 60

8.0顧 客満 足 8.1顧 客 満足 と市場 で の評価 100

(合計点) 1000
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表5.2000年 度 の 日本 経営 品質 賞 フ レーム ワ ーク

カ テ ゴ リー ア セス メ ン ト項 目 割り当て評価点

事業概要 一

1.0経 営 ビ ジ ョ ン と

リー ダ ー シ ップ

1。1リ ー ダー シ ップ発揮 の仕 組 100

1.2社 会的責任と企業倫理 70

2.0顧 客 ・市場 の 理解

と対応

2.1顧 客 ・市場 の理 解 70

2.2顧 客へ の対 応 40

2.3顧 客 満足 の明確 化 40

3.0戦 略 の策 定 と展 開 3.1戦 略 の立案 40

3.2戦 略の展 開 40

4.0人 材 開発 と学 習環

境

4.1学 習環境 40

4.2社 員 教 育 40

4.3社 員満足 30

5.0プ ロ セ ス ・マ ネ ジ

メ ン ト

5.1基 幹 業務 プロセ ス のマ ネ ジメ ン ト 50

5.2支 援 業務 プ ロセス のマ ネ ジメ ン ト 30

5.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協 力 関係 30

6.0情 報 の共有 化 と活

用

6.1情 報 の 選択 と共 有化 30

6.2競 合 比較 とベ ンチマ ー キ ング 30

6.3情 報 の分 析 と活用 20

7.0企 業活 動 の成果 7.1社 会的責任と企業倫理の成果 40

7.2人 材 開発 と学 習環 境 の成 果 40

7.3ク オ リテ ィ活 動 の成 果 60

7.4事 業 の成 果 60

8.0顧 客 満足 8.1顧 客 満足 と市 場 での 評価 100

(合計点) 1000



日本経営品質賞アセスメント基準の分析に基づく特徴と課題

表6.2001年 度の日本経営品質賞フレームワーク
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カ テゴ リー アセ ス メン ト項 目 割り当て評価点

組 織 プ ロフ ィール (1)組 織 に関す る認識
一

(2)競 争 に関す る認識
一

(3)変 革 に関す る認 識
一

(4)組 織 情報 一

1.リ ー ダー シ ップ と

意 思 決定

1.1経 営 幹 部 の役 割 と リー ダー シ ップ 100

1.2経 営 にお け る意 思決 定 の仕組 20

2.経 営における社会

的責任

2.1社 会 要 請へ の対 応 30

2.2社 会 へ の貢 献 20

3.顧 客 ・市場 の理 解

と対応

3.1顧 客 ・市 場 の理解 50

3.2顧 客 との信 頼 関係 30

3.3顧 客 満足 の明確 化 30

4.戦 略 の策定 と展 開 4.1戦 略の 策定 と形 成 30

4.2戦 略の展 開 30

5.個 人 と組織 の 能力

向上

5.1組 織 的 能力 40

5.2社 員の 能力 開発 30

5.3社 員満足 30

6.価 値創 造 の プロセ

ス

6.1基 幹 プロ セス 40

6.2新 事 業 プ ロセ ス と支援 プ ロセス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協 力 関係 30

7.情 報 マ ネジメ ン ト 7.1経 営 情 報の把 握 と分析 20

7.2競 合 比較 とベ ンチマ ー キ ング 20

7.3情 報 シス テム のマ ネ ジメ ン ト 20

8.活 動結 果 8.1リ ー ダーシ ップ と社会的責任 の結 果 60

8.2個 人 と組 織 の能力 向上 の結果 60

8.3プ ロセ ス の結果 80

8.4財 務 の結果 100

8.5顧 客 満足 の結果 100

(合計点) 1000
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表7.2002年 度 の 日本 経営 品質 賞 フ レーム ワ ーク

カテ ゴ リー ア セス メ ン ト項 目 割り当て評価点

組織 プロ フィー ル (1)顧 客 ・市場 に関す る認識
一

(2)競 争 に関 す る認 識
一

(3)変 革 に関 す る認 識
一

(4)組 織 情 報
一

1.経 営 幹 部 の リー

ダー シ ツプ

1.1経 営 幹部 の リー ダー シ ップ 100

1.2意 思 決定 と合 意 の仕 組 20

2.経 営における社会

的責任

2.1社 会要 請へ の対 応 30

2.2社 会へ の貢 献 20

3.顧 客 ・市 場 の理解

と対応

3.1顧 客 ・市場 の理 解 50

3.2顧 客 との信 頼 関係 30

3.3顧 客満 足 の明確 化 30

4.戦 略 の策 定 と展 開 4.1戦 略 の策定 と形成 30

4.2戦 略 の展 開 30

5.個 人 と組 織 の能力

向上

5.1組 織 的能力 40

5.2社 員 の能力 開発 30

5.3社 員満 足 30

6.価 値創 造 の プ ロセ

ス

6.1基 幹 プ ロ セ ス 40

6.2支 援 プ ロセス と新事 業 プ ロセ ス 30

6.3ビ ジネスパ ー トナー との協 力 関係 30

7.情 報 マ ネ ジメ ン ト 7.1経 営情 報 の選択 と分 析 20

7.2競 合比 較 とベ ンチ マー キ ング 20

7.3情 報 シス テム のマ ネ ジメ ン ト 20

8.活 動 結果 8.1リ ーダー シップと社会 的責任 の結果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結果 80

8.4財 務 の結果 100

8.5顧 客満足 の結果 100

(合計点) 1000



日本経営品質賞アセスメント基準の分析に基づく特徴と課題

表8.2003年 度の日本経営品質賞フレームワーク
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カテ ゴ リー アセ ス メン ト項 目 割り当て評価点

組 織 プ ロフ ィール (1)組織価値観 一

(2)顧 客 認 識
一

(3)競 争 認 識 一

(4)経 営 認識 一

(5)経営基本方針と変革認識 一

(6)組 織 情報
一

1.経 営 幹 部 の リ ー

ダー シ ツプ

1.1経 営 幹 部の リー ダー シ ップ 120

2.経 営における社会

的責任

2.1社 会要 請へ の対応 30

2.2社 会 へ の貢 献 20

3.顧 客 ・市場 の理 解

と対 応

3.1顧 客 ・市 場 の理解 50

3.2顧 客 との信頼 関係 30

3.3顧 客 満足 の 明確化 30

4.戦 略の 策定 と展 開 4.1戦 略の策 定 と形 成 30

4.2戦 略の展 開 30

5.個 人 と組織 の能 力

向 上

5.1組 織 的 能力 40

5.2社 員の能 力 開発 30

5.3社 員 満足 と職 場環 境 30

6.価 値 創 造 の プロセ

ス

6.1基 幹 プ ロ セ ス 40

6.2支 援 プロセ ス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナー との協 力 関係 30

7.情 報 マ ネ ジメ ン ト 7.1経 営 情報 の選 択 と分析 30

7.2情 報 システ ムの マ ネ ジメ ン ト 30

8.活 動 結 果 8.1リ ー ダーシ ップ と社 会的責任 の結果 60

8.2個 人 と組 織 の能力 向上 の 結果 60

8.3プ ロセ スの結 果 80

8.4財 務 の結 果 100

8.5顧 客 満足 の結 果 100

(合計点) 1000
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表9.2004年 度 の 日本 経 営品 質賞 フ レー ム ワーク

カテ ゴ リー アセ スメ ン ト項 目 割り当て評価点

組織 プ ロフ ィール (1)組織価値観 一

(2)顧 客 認識
一

(3)競 争 認識 一

(4)経営資源認識 一

(5)変 革 認識 一

(6)組 織情 報
一

1.経 営 幹 部 の リー

ダー シ ツプ

1.1経 営 幹部 の リー ダー シ ップ 120

2.経 営における社会

的責任

2.1社 会 要請へ の対応 30

2.2社 会 へ の貢献 20

3.顧 客 ・市 場 の理解

と対 応

3.1顧 客 ・市場 の理解 50

3.2顧 客 との信 頼 関係 30

3.3顧 客 満足 の明確 化 20

4.戦 略 の策 定 と展 開 4.1戦 略 の策 定 と形成 30

4.2戦 略 の展 開 30

5.個 人 と組 織 の能力

向上

5.1組 織 的能力 40

5.2社 員 の能力 開発 30

5.3社 員満 足 と職場 環 境 30

6.顧 客 価値 創造 の プ

ロセス

6.1基 幹 プ ロセス 60

6.2支 援 プ ロセス 30

6.3ビ ジネスパ ー トナー との協 力 関係 30

7.情 報 マ ネ ジメ ン ト 7.1経 営 情報 の選択 と分析 30

7.2情 報 シス テ ムのマ ネ ジメ ン ト 20

8.活 動 結果 8.1リ ー ダー シップと社会 的責任 の結果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結 果 100

8.4総 合結 果 180

(合計点) 1000



日本 経営 品質 賞 アセ ス メ ン ト基 準 の分析 に基 づ く特徴 と課題

表10.2005年 度 の 日本経 営 品質 賞 フ レーム ワー ク

91

カ テ ゴ リー ア セス メ ン ト項 目 割り当て評価点

組 織 プ ロフ ィール (1)組 織 価値 観 一

(2)顧 客 認 識
一

(3)競 争 認識
一

(4)経営資源認識 一

(5)変 革 認識
一

(6)組 織 情報 一

1.経 営 幹 部 の リー

ダー シ ツプ

1.1経 営幹 部 の リー ダー シ ップ 120

2.経 営における社会

的責任

2.1社 会 要 請へ の対 応 30

2.2社 会 へ の貢 献 20

3.顧 客 ・市場 の理 解

と対 応

3.1顧 客 ・市 場 の理解 50

3.2顧 客 か らの意見 や苦 情へ の対 応 30

3.3顧 客 満足 の 明確化 20

4.戦 略 の策定 と展 開 4.1戦 略の 策定 と形 成 30

4.2戦 略の展 開 30

5.個 人 と組織 の 能力

向 上

5.1組 織 的 能力 40

5.2社 員 の 能力 開発 30

5.3社 員 満足 と職場 環境 30

6.顧 客価 値創 造 の プ

ロセ ス

6.1基 幹 プロ セス 60

6.2支 援 プロセ ス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協 力 関係 30

7.情 報 マ ネジメ ン ト 7.1経 営 情報 の 選択 と分析 30

7.2情 報 シス テムの マ ネジ メ ン ト 20

8.活 動結 果 8.1リ ー ダーシ ップ と社 会的責任 の結果 60

8.2個 人 と組 織 の能力 向 上 の結果 60

8.3プ ロセ スの 結果 100

8.4総 合 結 果 180

(合計点) 1000
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表11.各 年 度 のカ テ ゴ リー ・ア セ スメ ン ト項 目の名称 ・内容 の 改訂 の様 子(1/2)

変更年度 旧(変 更前) 新(変 更後) 備 考

1998年 度

(97～98で
の変 更)

1.0リ ー ダー シップ
1.0経 営 ビ ジ ョンと リー ダー シッ

プ

内容の明確化に伴うカテゴ
リーの名称変更。

1.2社 会的責 任 1.2社 会的責任 と企業倫理 内容の変更に伴 うアセスメ
ン ト項 目の名称変更。

一 4.1人 材開発の立案 内容の明確化に伴う新アセ
スメント項目の設定

7.1社 会的責任の成果 7.1社 会的責任 と企業倫理の成果 内容の変更に伴 うアセスメ
ン ト項 目の名称変更。

1999年 度

(98～99で

の変 更)

一 事業概要
事業概要(ア セスメントの
前提条件)の 新設

6.0顧 客 ・市 場の 理解 と対応 2.0顧 客 ・市場 の理解 と対 応
カテゴリー順位の変更

2.0情 報の共有化 と活用 6.0情 報の共有化 と活用

4.1人 材開発の立案
4.1人 材開発の立案 と学習環境の

構築
内容の明確化に伴うカテゴ
リーの名称変更。

2000年 度

(99～00で

の変 更)

4.1人 材開発の立案と学習環境の

構築
一

内容の明確化 ・変更に伴 う
アセスメント項目の削除。

2001年 度

(00～01で
の変 更)

事業概要

組織プロフィール
(1)組織に関する認識
(2)競争に関する認識
(3)変 革に関する認識
(4)組織情報

内容の明確化に伴う名称の
変更と項目の詳細化

一 1.2経 営における意思決定の仕組 内容の明確化にともない新
アセスメント項目の設定

1.2社 会的責任と企業倫理
2.経 営における社会的責任

2.1社 会要請への対応
2.2社 会への貢献

内容の明確化にともなう薪
カテゴリーとアセスメント
項 目の設定。カテゴリーの
新 設に伴い従 来のカテ ゴ
リー番号2～7は3～8に 繰り
下が り。

4.0人 材開発 と学 習環境

4.1学 習環境

4.2社 員教育

4.3社 員満足

5。個人と組織の能力向上
5.1組 織的能力
5.2社 員の能力開発
5.3社 員満足

内容の明確化 ・変更にとも
なうカテゴリーとアセスメ
ン ト項 目の名称変更。

5.0プ ロセ ス ・マ ネ ジメ ン ト 6.価 値創造のプロセス 内容の明確化にともなうカ
テゴリーの名称変更。

5.1基 幹業務 プ ロセス のマ ネジメ

ン ト
6.1基 幹 プ ロセス

内容の明確化にともなうア
セスメ ン ト項 目の名称変

更。

」

5.2支 援業務 プ ロセス のマ ネジメ

ン ト

6,2新 事業プロセス と支援プロセ
ス

6.1情 報の選択と共有化 7.1経 営情報の把握 と分析

6.3情 報の分析と活用 7.3情 報 シス テムの マネ ジメ ン ト

7.0企 業活動の成果
7.1社 会的責任と企業倫理の

成果
7.2人 材開発 と学習環境の成

果
7.3ク オリティ活動の成果
7.4事 業の成果

8.0顧 客満足
8.1顧 客満足 と市場での評価

8.活 動結果
8.1リ ーダーシップと社会的

責任の結果
8.2個 人と組織の能力向上の

結果
8.3プ ロセスの結果
8.4財 務の結果
8.5顧 客満足の結果

内容の明確化 ・変更に伴う
カテゴリーの統合。



日本経営品質賞アセスメント基準の分析に基づく特徴と課題 93

表11.各 年 度 の カテ ゴ リー ・アセ スメ ン ト項 目の名称 ・内容 の改 訂の様 子(2/2)

変更年度 旧(変 更前) 新(変 更後) 備 考

2002年 度

(01～02で

の変 更)

1.リ ー ダー シップ と意思決 定

1.1経 営 幹 部 の 役 割 と リー

ダー シ ップ
1,2経 営 におけ る意思決 定の

仕組

1.経 営 幹部 の リーダー シ ップ

1ユ 経営 幹部 の リー ダー シ ッ

プ

1.2意 思 決定 と合意 の仕組

内容の明確化 ・変更に伴う
カテゴリーとアセスメント

項目の名称変更。

7.1経 営情報の把握と分析 7.1経 営情報の選択 と分析 内容の明確化に伴 うアセス
メント項目の名称変更。

2003年 度

(02～03で

の変 更)

組織プロフィール
(1)組織に関する認識
② 競争に関する認識
(3)変 革に関する認識
(4)組織情報

組織プロフィール
(1)組織価値観
(2)顧 客認識
(3)競争認識
(4)経営資源認識
㈲ 変革認識
(6)組織情報

アセスメントの前提条件と
してのプロフィールの内容
の明確化 ・変更に伴 う項目

名称の変更,項 目の新設

1.1経 営幹部 の リー ダー シップ

1.2意 思決 定 と合 意の仕 組
1.1経 営 幹部 の リー ダー シ ップ

内容の明確化にともなうア
セスメント項 目の統合。

5.3社 員満足 5.3社 員満足と職場環境
内容の明確化 ・変更にとも
なうアセスメント項 目の名
称変更。

7.1経 営情報の選択 と分析
7.2競 合比較 とベ ンチマーキング

7.1経 営情報の選択 と分析 内容の明確化にともなうア
セスメント項 目の統合。

2004年 度

(03～04で
の変 更)

8.4財 務 の結 果

8.5顧 客満足 の結果
8.4総 合結 果

内容の明確化にともなうア
セスメント項 目の統合。

2005年 度

(04～05で

の変 更)

3.2顧 客 との信頼関係 3.2顧 客からの意見や苦情への対
応

内容の明確化にともなうア'
セスメ ン ト項 目の名称変

更。

表11に 示 した 日本経営晶質賞のフレームの毎年の改定の様子より,毎 年何 ら

かの変更や修正が行われていることがわかる。個々の変更の理由を吟味してい

くと,単 に曖昧さを無 くすための名称の変更か ら,そ もそ もフレームの構造と

も言 えるカテゴリーの廃止 ・新設まで様々である。

変更の重要性は,必 ず しも横並びで比較することはで きないが,そ れでも,

カテゴリーやアセスメン ト項 目の新設の持つ意味は大きい と考えられる。また,

カテゴリー番号の変更 についても,日 本経営品質賞 としての大 きなメッセージ

が込め られていると判断で きるか らである。一方,カ テゴリーやアセスメント

項 目の削除については,多 くの場合,統 合 としての削除であり,曖 昧さを排除

するための意味合いが強い と考え られる。 したがって,分 析に際 して重視すべ

き点は,ア セスメント項目やカテゴリーの削除よりも新設や番号変更である。

このような考え方に基づいて,2005年 度 アセスメント基準のフレームの内容
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(カテゴリーあるいはアセスメント項 目)に 設定されている項 目12)に限定 して,

重要と思われる変更を抽出すると以下の通 りである。

〉

〉

〉

〉

〉

「組 織 プ ロ フ ィー ル」 の 設 定 ・変 更(1999年 度
,2001年 度,2003年 度)13)

「1.1経 営 幹 部 の リー ダ ー シ ッ プ」 の 変 更(2002年 度,2003年 度)14)

「2 .経 営における社会的責任」の設定(2001年 度)

「3 .顧 客 ・市 場 の 理 解 と対 応 」 と 「7.情 報 マ ネ ジ メ ン ト」 の カテ ゴ

リ ー順 位 の 変 更(1999年 度)15)

「7.1経 営 情 報 の 選 択 と分 析 」 の 変 更(2001年 度,2003年 度)16)

上記した重要な変更 と考えられる項 目の理由についてはそれぞれ脚注に付記

した が,論 理 的 な説 明 が し に くい の が,「2.経 営 に お け る社 会 的 責 任 」 が2001

年 度 に カ テ ゴ リー と して 設 定 さ れ た こ と で あ る。 こ れ は,2000年 まで は 「1.

経 営 ビ ジ ョ ン と リー ダー シ ッ プ 」 の カ テ ゴ リ ー に 属 す る ア セ ス メ ン ト項 目

(「1.2社 会的責任」あるいはと 「1.2社 会的責任 と企業倫理」,表2～5参

照)と して位置づけられていた ものである。 この項 目が,「 なぜ,唐 突にカテ

ゴリーとして設定されたか?」 については,日 本の企業経営に関する情勢 を無

12)要 す るに削 除 されず に2005年 の アセ スメ ン ト基 準 にお い て残 って いる項 目に注 目

す る とい う意 味で あ る。

13)既 に述べ た ことだが,適 切 な評価 や審 査 を行 うた め には,当 該企 業 の組織 と して

の価値 観 や顧客,競 争,自 社 の経 営 資源,変 革 な どに対す る認 識 や考 え方,お よび,

規 模 や売 上,利 益 な どの フ ァク トデー タが不 可欠 と考 え られ るの で,組 織 プロ フ ィー

ル と して アセ ス メ ン ト対 象 で なな い ものの,明 確 に示 す こ とが義務 づ け られて い る

こ とは重要 と考 え られ る。

14)特 に2003年 度 の 「1.2意 思 決定 と合 意 の仕 組 」 との統合 の持 つ意 味 は,単 に意

思 決定 と合 意 の仕組 が あ って も,り 一 ダー シ ップが存 在 して い なけれ ば余 り意 味が

ない とい う意 味 にお いて重 要 と考 え られ る。

15)こ の1999年 に行 われ た順位 の 変更 は,と もす れば理 由 も明確 にされ ない ま まに情

報 の重 要 性 だ けが訴 求 され る事が 多 か った こ とを勘 案 す る と,「 顧 客 ・市 場 の理 解

と対応 」 の方 が高 い順位 に位置 づ け られる事 は重 要 であ った と考 え られ る。

16)2003年 度 にお け る 「7.2競 合 比 較 とベ ンチ マー キ ング」 との統 合 の意 義 は,大

きい と考 え られ る。つ ま り,当 該企 業 に とって本 当 に必要 な ベ ンチマ ー クあ るい は

それ に基づ くベ ンチマ ーキ ングで あるか な いか とい う意味 で の"経 営情 報 の選択 と

分析"の 必 要性 が 明確 に なっ たか らで ある。
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視 して説明することはできない。日本経営品質賞の関係者から聞いた話である

が,当 時(と いうよ り2005年 現在 にも当てはまるのだが),企 業による倫理観

を欠 くような犯罪が多発 していたため とのことである。従来 日本 において,企

業の社会的責任や倫理観 については,そ れほど高いレベルで位置づける必要は

なかったのだが,企 業犯罪の多発やモラール ・倫理観の崩壊 のため,「 企業の

社会的責任」についてその位置付けを高め,よ り多 くの企業に強 く重要性 と必

要性 を認識 してもらうことを狙いとして,ア セスメント項 目からカテゴリーへ

格上げされたそうである。

(3)カ テゴリー毎の配点の変化に基づく分析

毎年のフレームワークの修正では,ア セスメン ト項 目の配点 も修正されてい

る。ここでは,2005年 のフレームワークのカテゴリー毎に,1997年 以降 どのよ

うに割 り当て評価点が変化 してきたかに注 目した分析 を行う。

カテゴリーやアセスメント項 目の変更経緯 に基づいて,1997年 以降の割 り当

て評価点を表12に 示す。

表12.2005年 カテ ゴ リを基準 と した1997年 以 降の割 り当て 評価点 の 変更 の様 子

年

度

カテ ゴ リー

1

経 営幹 部 の

リーダ ーシ

ップ17)

カテゴリー

2

経営におけ

る社会的責

任18)

カテゴリー

3

顧客 ・市場

の理解 と対

応19)

カテゴリー

4

戦略の策定

と展開20)

カテゴリー

5

個人と組織の

能力向上2D

カテゴリー

6

顧客価値創

造のプロセ
ス22)

カテ ゴ リー

7

情報 マネ ジ

メ ン ト23)

カ テゴ リー

8

活 動結果24>

97 100 50 150 80 120 120 80 300

98 100 70 150 80 110 110 80 300

99 100 70 150 80 110 110 80 300

00 100 70 150 80 110 110 80 300

01 120 50 110 60 100 100 60 400

02 120 50 110 60 100 100 60 400

03 120 50 110 60 100 100 60 400

04 120 50 100 60 100 120 50 400

05 120 50 100 60 100 120 50 400
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表12の 結果において,割 り当て評価点が減少 したところよりも,増 加 したと

ころに注目すべ きと考えられる。 というのは,割 り当て評価点の増加 したカテ

ゴリーの理解度や実現度は,現 実の企業経営界 において,割 り当て評価点の減

少 したカテゴリーの理解度や実現度に比べて低いと判断されていると推察され

るか らである。つ まり,理 解度や実現度が低い為,他 の項 目に比べて相対的に

重要性が高まり,割 り当て評価点が増加 されたのである。

このような見方を した場合,注 目すべき割 り当て評価点の増加は,以 下の通

りで あ る 。

〉 カテゴリー8(活 動結果)の 総割 り当て点数が,2001年 度に300点 から400

点に増えている。

〉 カテゴリー6(顧 客価値創造のプロセス)の 総割 り当て評価点が,2004

年 度 に100点 か ら120点 に 増 え て い る。

それぞれ,カ テゴリーの内訳 にまでさかのぼってどのような変化になってい

るかを見てみる。カテゴリー8(活 動結果)の 詳細 は表13の ように2000年 度以

降変更されてお り,カ テゴリー6(顧 客価値創造のプロセス)の 詳細は表14の

ように2003年 度以降変更されている。

17)97年 度 ～00年 度 は,ア セ ス メ ン ト項 目1.1の 評価 点 で あ る。01年 度 ～05年 度 は カ

テ ゴ リー1の 評価 点 で あ る。

18)97年 度 ～00年 度 は,ア セ ス メ ン ト項 目1.2の 評価 点 で あ る。01年 度 ～05年 度 は カ

テ ゴ リー-2の 評価 点 で あ る。

19)97年 度～98年 度 は,カ テ ゴ リー6の 合計 評価 点 であ る。99年 度～00年 度 は,カ テ

ゴ リー2の 評価 点で あ る。01年 度 ～05年 度 はカ テ ゴリー3の 評価 点 であ る。

20)97年 度 ～00年 度 は,カ テ ゴ リー3の 合計 評価 点 であ る。0ユ年 度～05年 度 はカ テ ゴ

リー-4の 評価 点 であ る。

21)97年 度 ～00年 度 は,カ テ ゴ リー-4の 合計 評価 点 であ る。01年 度～05年 度 はカ テ ゴ

リー-5の 評価 点 であ る。

22)97年 度～00年 度 は,カ テ ゴ リー-5の 合計 評価 点 であ る。01年 度～05年 度 はカ テ ゴ

リー-6の 評価 点 で ある。

23)97年 度～98年 度 は,カ テ ゴ リー2の 合計 評価 点 であ る。99年 度～00年 度 は,カ テ

ゴ リー6の 評価 点で あ る。01年 度 ～05年 度 はカテ ゴリー7の 評価 点 であ る。

24)97年 度～00年 度 は,カ テ ゴ リー7と カテ ゴ リー8の 合 計評 価 点で あ る。01年 度 ～

05年 度 は カテ ゴ リー8の 評価 点 であ る。
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表13.カ テゴリー8(活 動結果)の 評価点の内訳の変更の様子

97

年 度 ア セ スメ ン ト項 目 評 価 点

2000年 度 7.1社 会的責任と企業倫理の成果 40

7.2人 材 開発 と学 習環 境 の成果 40

7.3ク オ リテ ィ活動 の 成果 60

7.4事 業 の成 果 60

8.1顧 客 満足 と市場 での評価 100

2001年 度 8.1リ ー ダー シ ップ と社 会 的責任 の結果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結 果 80

8.4財 務 の結果 100

8.5顧 客満 足 の結 果 100

2002年 度 8.1リ ー ダー シ ップ と社 会 的責任 の結 果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結 果 80

8.4財 務 の結果 100

8.5顧 客満 足 の結果 100

2003年 度 8.1リ ー ダー シ ップ と社 会 的責任 の結果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結 果 80

8.4財 務 の結果 100

8.5顧 客満 足 の結 果 100

2004年 度 8.1リ ー ダー シップ と社 会 的責任 の結果 60

8.2個 入 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセス の結 果 100

8.4総 合結 果 180

2005年 度 8.1リ ー ダー シ ップ と社 会 的責任 の結 果 60

8.2個 人 と組織 の 能力 向上 の結 果 60

8.3プ ロセ スの結 果 100

8.4総 合 結果 180
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表14.カ テゴリー6(顧 客価値創造のプロセス)の 評価点の内訳の変更の様子

年 度 ア セス メ ン ト項 目 評 価 点

2003年 度 6.1基 幹 プ ロセ ス 40

6.2支 援 プ ロセ ス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協力 関係 30

2004年 度 6.1基 幹 プロセ ス 60

6.2支 援 プ ロセ ス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナ ー との協力 関係 30

2005年 度 6.1基 幹 プ ロセ ス 60

6.2支i暖 プ ロセ ス 30

6.3ビ ジ ネスパ ー トナー との協力 関係 30

表13の 結 果 よ り,以 下 の よ うな 割 り当 て 評 価 点 の 引 き上 げ が 行 わ れ て い る事

が わ か る。

〉 「8.1リ ー ダ ー シ ッ プ と社 会 的 責 任 の 結 果 」 お よ び 「8.2個 人 と組 織

の 能力 向 上 の 結 果 」 が2001年 度 に40点 ～60点 に引 き上 げ られ て い る 。

〉 「8.3プ ロセ ス の 結 果 」 が2004年 度 に80点 か ら100点 に 引 き上 げ られ て

い る 。

また,表14の 結 果 か ら は,次 の 事 柄 が 明 らか とな っ た 。

〉 「6.1基 幹 プ ロ セ ス 」 が2004年 度 か ら40点 ～60点 に増 や され て い る 。

(4)フ レームワークの変更が意味 している事

前節までに示 したカテゴリーやアセスメン ト項 目などの変更の狙いや意味す

る内容は,表15の ようにまとめられ,そ れぞれ1997年 以降の日本経営品質賞 と

して 日本の企業経営の状況や環境や課題 により適切 に対応するための変更と考

えられる。
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表15.フ レームワークの変更が意味することのまとめ

99

変更内容 狙いや意味する内容

「1.1経 営 幹 部 の リー ダー シ ップ」 単 に意思 決定 と合 意の仕組 があ って も,リ ー ダー

の 変更(2002年 度,2003年 度) シップが存在 してい なければ意味がない とい う事 の

明確化のため。

「2.経 営 にお ける社会的責任」 の 日本 における企業犯罪の多発やモ ラール ・倫理観 の

設 定(2001年 度) 崩壊 のため,"企 業 の社会 的責任"に つ いてそ の位

置づ けを高め,よ り多 くの企業 に強 く重要性 と必要

性 を啓蒙するため。

「3 .顧 客 ・市 場 の 理解 と対 応 」 と 明確 な理 由 も示 され なかった り,理 解 されてい な
「7.情 報 マ ネ ジ メ ン ト」の カテ ゴ リー かった りしているにも関わらず,情 報の重要性 だけ

順位 の変更(1999年 度) が訴求 される事が多かったこと是正 し,少 な くとも
「顧客 ・市場 の理解 と対応」の方が高い順位に位置

づ け られる事 を認識 させ るため。

「7.1経 営 情 報 の 選 択 と分 析」 企業 にとって本 当に必要なベ ンチマークあるいはそ

の変 更(2001年 度,2003年 度) れに基づ くベ ンチマーキ ングであるかないか という

意味での"経 営情報の選択 と分析"の 必要性が明確

にす るた め。

「8.1リ ー ダー シ ップ と社 会 的責 任 「リー ダーシップや社 会的責任」および 「個人や組

の 結果 」 お よ び 「8.2個 人 と組 織 の 織 の能力向上」 の重要性が増 した こと(こ れ らの点

能力 向上の結果」の評価 点の引 き上 に課題があること)を 明確 にするため。

げ(2001年 度)

「8.3プ ロセ ス の 結 果」 の評 価 点 の 企業内で行われる種々の 「業務のプロセスの最適化

引き上げ(2004年 度) やシステム化」 によって もた らされる結果の重要性

が増 した こと(つ まり,こ の点に課題があること)

を明確 にするため。

「6.1基 幹 プ ロセ ス」 の評 価 点 の 引 企業内で行われる 「基幹業務のプロセスの最適化や

き上 げ(2004年 度) システム化」 の重要性 が増 した こと(つ まり,こ の

点に課題があること)を 明確にするため。

3.MB賞 および欧州経営品質賞との比較分析

本章では,日 本経営品質賞 とMB賞 および欧州経営品質賞のフレームワー

クを比較分析 し,日 本経営品質賞固有の特徴 を浮 き彫 りにすることを行 う。な

お,本 章における比較分析 に用いる各経営品質賞の基準書は,資 料入手の都合

上,全 て2003年 度版を用いることとした25)。

25)分 析 に 用 い た 源 デ ー タ は,参 考 文 献 ・資 料 の6),7),8),9)よ り入 手 。
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(1)ア セスメン ト基準のフレームワークに関する比較分析

3つ の経営品質賞のフレームワークの構造は図2～ 図4の 通 りである。また,

それぞれのアセスメント項目26)を比較 したものが図5で ある。なお,図5で は,

表形式で横並びの比較をわか りやす くするため,3つ の経営品質賞で同質のカ

テゴリーを横に並べるため,カ テゴリーの並びを調整 してある。

3瀬翻 趨 の鹸 醜 応(・鐡

5撤 鍾灘 勧鍼

鱒難8プ吻

図2.2003年 度版 日本 経 営品 質賞 ア セス メ ン ト基準 にお ける フ レーム ワー ク

26)正 確 にはMB賞 で は項 目(ltem)と 呼 ばれ てお り,欧 州 経営 品質 賞 では 中心 テー

マ(ZenraleThemen:独 語 の場合)と 呼 ばれ てい る。
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日本経営品質賞 MB賞 欧州経営品質賞

1.経 営幹部 の リーダーシ ッ 1.リ ー ダー シ ッ プ 1.リ ー ダ ーシ ッ プ(100)

プ(120) (120) ◆経営層 はビジ ョンや使命,価 値,倫 理的な原則を詳しく述
◆ 経営幹部 の リーダーシ ップ ◆組 織の リー ダー シ ッ べ るとともに,卓 越 した企業文化の模範 を示 さなければな

(120) プ(70) らない。

2.経 営におけ る社会 的責任

(50)
◆社会要請への対応(30)

◆社会へ の貢献(20)

◆社会的責任(50) ◆経営層 は,自 らを人間的に成長 させ,組 織 に適応 させ,組

織 のマネ ジメン トシステムの改善を常に行 わなければなら
ない。

◆経営層は,顧 客やビジネスパー トナー,各 種団体や企業の

代表者達と協力して仕事 をしなければな らない。
◆経営層は皆と協力して,組 織に卓越した文化を定着させな

ければならない。
◆経営層 は,組 織 の変化を認識 し,適 切に対応 しなければな

らない。

4.戦 略の策定と展開(60) 2.戦 略の立案(85) 2.政 策 ・施策と戦略(80)
◆戦略の策定と形成(30) ◆戦略の策定(40) ◆政策 ・施策あるいは戦略は,利 益団体や関係団体の現在お

◆戦略の展開(30) ◆戦略の展開(45) よび将来の要望,期 待に基づ くものでなければならない。
◆政策 ・施策あるいは戦略は,業 績の測定結果や調査結果,

外部のパー トナーに よる評価結果などに基づ くものでなけ
ればならない。

◆政策 ・施策あるいは戦略は,立 案 され,評 価 され,実 施 さ

れなければな らない。
◆政策 ・施策あるいは戦略は,重 要な業務 プロセスに関連し

ていなければならない。

5.個 人と組織の能力向上(100) 5.人 的資源の重視(85) 3.外 部協力者(90)
◆組織的能力(40) ◆業務 システム(35) ◆外部協力者の資源としての活用 は,適 切 に計画 され,管 理
◆社員の能力開発(30) ◆従業員の学習と動機 され,改 善されるべきものである。
◆社員満足 と職場環境(30) づけ(25) ◆外部協力者は積極的 に関与するとともに,自 律的作 業のた

◆従業員の福利厚生と めに必要な権限を与えられるべ きものである。

満足(25) ◆外部協力者 と自組織の対話は促進されるべきである。
◆外 部協力者には適切 な報酬が与えられ,認 められ,ケ アさ

れるべきものである。

7.情 報マネジメン ト(60)
◆経営情報の選択 と分析(30)

4.測 定 ・分析 ・ナ レッ

ジマネジメン ト(90)

◆外部協力者の知識は,明 示 され,整 理 ・体系化 され,保 存

されるべきものである。

◆情 報システ ムのマネジメ ン ◆組織 のパ フォー マ ン 4.パ ー トナーシップと経営資源(90)
ト(30) スの測定 と分析(45)

◆情報 とナ レッジマネ
◆外部のパー トナーは管理 されなければな らない。
◆財務的資源は管理 されなければな らない。

ジメン ト(45) ◆建物や設備,原 材料 等は管理されなければならない。

◆技術は資源 として管理されなければならない。
◆情報や知識は資源 として管理されなければならない。

6.価 値創造のプロセス(100) 6.プ ロセスマ ネジメ 5.プ ロセス(140)
◆基幹プロセス(40) ント(85) ◆プロセスは体系的に構築 され管理されなければならない。

◆支援プロセス(30) ◆ 価 値 創 造 プ ロ セ ス ◆プロセスは,顧 客やその他の利益団体に新 たな価値を創造
◆ ビ ジネスパー トナーとの協 (50) し,彼 らの満足度 を高めるために,必 要 に応 じて,変 革の

力関係(30) ◆支援プロセス(35) ために改善 されなければな らない。

3.顧 客 ・市 場の理解 と対応

(110)
◆顧客 ・市場の理解(50)
◆顧客との信頼関係(30)
◆顧客満足の明確化(30)

3.顧 客 と市場の重視

(85)
◆ 顧 客 と市 場 の 知 識

(40)
◆顧 客関係 と顧客満足

(45)

◆製品およびサービスは,プ ロセスを通 じて,需 要 と顧客の

期待に基づいて構想され,製 造 されるものである。
◆製品およびサービスは,プ ロセスに よって製造 され,生 み

出され,市 場 に出され,ア フターケアされなければな らない。
◆顧客 との関係は管理 され,プ ロ、セスによって,深 化 されな

ければならない。

8.活 動結果(400) 7.事 業 活 動 の結 果 6.顧 客満足の結果(200)
◆ リーダーシ ップと社 会的責 (450) ◆顧客による当該組織に対する満足度の調査結果。

任の結果(60) ◆顧客重視の結果(75) ◆内部指標による顧客満足の調査結果。
◆個人 と組織 の能力向上の結

果(60)
◆ プロセスの結果(80)

◆財務の結果(100)

◆ 製品 とサー ビスにお

ける結果(75)
◆財務 と市場 にお ける

結果(75)

7.外 部協力者との協働作業の結果(90)
◆外部協力者による協働作業の効率や成果等の調査結果。
◆内部指標による協働作業の効率や成果等の調査結果。

◆顧客満足の結果(100) ◆人的資源の結果(75) 8.社 会貢献の結果(60)
◆組織の効果性の結果 ◆関係各位による当該組織の社会貢献度の調査結果。

(75) ◆内部指標による社会貢献度の調査結果。
◆ 企業統合 と社会 的責

任の結果(75) 9.重 点課題に関する結果(150)
◆重点課題に関する財務等による連続的評価結果。

◆重点課題固有の指標による評価結果。

図5.日 本経 営 品質賞,MB賞,欧 州経 営 品質賞 の アセ ス メン ト項 目の比較
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(2)MB賞,欧 州経営品質賞とのフレームワークの比較結果

図2～5ま での比較結果より,日 本経営品質賞固有の特徴 として以下のこと

が浮き彫 りになった。

〉 日本経営品質賞だけが,

る27)。

カテゴリーレベルで 「社会的責任」を謳ってい

〉 日本経営品質賞の活動結果の評点は400点 だが,こ れはMB賞 の450点,

欧州経営品質賞の500点 に比べて最 も少ない割合 となっている。

〉 日本経営晶質賞だけが,「知識活用」あるいは 「ナ レッジマネジメント」

について要件 として規定 していない。

これらの特徴の背景を考察 した結果が表16で ある。

表16.日 本経営品質賞固有の特徴の背景に関する考察結果

日本経 営 品質 賞だ けが,カ

テ ゴ リー レベ ルで 「社 会的

責 任」 を謳 ってい る。

日本経営品質賞の活動結果
の評点は,MB賞,欧 州経

営品質賞に比べて低い。

日本経 営 品質賞 だけが,"知

識 活用"あ るい は"ナ レ ッ

ジマ ネ ジメ ン ト"に つ いて

要 件 と して 規 定 し て い な

い。

日本 にお け る企 業 の社 会 的 責任 や倫 理 ・モ ラー ルの

凋 落 ・崩 壊 は米 国 や 欧 州 よ り も進 ん で い る と判 断せ

ざる をえ ない。

活 動結 果 の割 り当 て評価 点 は2001年 に それ までの300

点 か ら400点 に引 き上 げ られ たが,そ れ で もまだ米 国

や 欧州 に比 べ る と低 い数 値 とな って い る。

ただ し,一 概 に低 い か ら とい って 不 適切 と も考 え ら

れ ず,肝 要 なの は他 の ア セ ス メ ン ト項 目 とのバ ラ ン

ス であ る こ とは間違 い ない。

この特徴 の 背景 に は,日 本 におけ る 「知 識活用 」や 「ナ

レッ ジマ ネ ジ メ ン ト」 の実 践 的 な研 究 が 明 らか に遅

れ て いる点 が あげ られ る。つ ま り,日 本 で は 「知 識」

に限 らず,そ もそ も 目 に見 え な い事 柄(例 え ば,情

報 とか 人 間性 とか 企 業 文 化 や組 織 文 化 な ど)に 対 し

て 概 念 的 な研 究 は進 む もの の,有 効 活用 の た めの 具

体 的 な手 法 や方 法 の研 究 が遅 れて い るた め と判 断 せ

ざる をえ ない。

27)欧 州経 営 品質賞 に は結果 の カテ ゴ リー と して 「社 会 貢献 の結 果」とい う カテ ゴ リー

が存在 して い るが,こ こで問題 と して い るの は要 件 の カテ ゴ リー であ るの で,日 本

経 営 品質 賞 のみが 「社 会 的責任 」 を謳 って い る とした。
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なお,参 考 までにMB賞 固有の特徴 と欧州経営品質賞固有の特徴について

以下に抽出する。

〔MB賞 固有の特徴〕

>MB賞 では,活 動や業績,結 果の評価 に用いる指標を測定する業務につ

いて,「4.測 定 ・分析 ・ナレッジマネジメント」 として要件を明記 し

ているが,日 本経営品質賞や欧州経営品質賞にはこのような要件が存在

していない。

〔欧州経営品質賞固有の特徴〕

〉 欧州経営品質賞では,ビ ジネスパー トナーとは呼べ ないその他の外部協

力業者についての要件 を明示 しているが,日 本経営品質賞やMB賞 で

はこの ような要件は存在 していない。

〉 日本経営品質賞 とMB賞 では,基 幹業務や支援業務のプロセス とは別

に顧客や市場 の理解 に関するカテゴリーを設けているのに対 し,欧 州経

営品質賞では一括 してプロセス とい うカテゴリーで要件 を規定 してい

る。

〉 日本経営品質賞 とMB賞 では,結 果 を一つのカテゴリーとして扱 って

いるのに対 して,欧 州経営品質賞では結果の種類毎にカテゴリーを設定

している。

4.日 本経営品質賞の改善課題

本稿では日本経営品質賞のフレームワークの1997年 以降の変更の様子に関す

る分析 と,日 本経営品質賞のMB賞,欧 州経営 品質賞 との比較分析を行い,

幾つかの特徴や課題を抽出した。その結果 と要因や背景などに関する考察が表

15と 表16に 示 されている。

分析の結果,日 本経営品質賞は毎年のアセスメン ト要件の見直 しを通 じて,

フレームワークには毎年何 らかの改訂 ・修正が加えられてお り,経 営品質の審
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査基準 として 「明確 さ」や 「適切さ」を増 してきていると考えられる。さらに,

日本における企業経営の固有の課題 などを取 り込み,そ の解決を促す方向に機

能 していることも確認できた。

ちなみに,現 在の 日本企業が抱える課題 として 日本経営品質賞における重要

性が増 している項 目は,以 下の通 りである。

〉 「リーダーシップや社会的責任」

〉 「個人や組織の能力向上」

〉 「業務のプロセスの最適化やシステム化」

〉 「基幹業務のプロセスの最適化やシステム化」

そ して,日 本経営品質賞自身が抱えている課題 としては,「 ナレッジマネジ

メン ト」への対応要件をフレームの中に取 り込むことであると考えられる。

さらに言 うな らばMB賞 に見 られ る 「活動や業績,結 果の評価に用いる指

標 を測定する業務に関する要件」について も明示的にフレーム中に取 り込むこ

とが有効 と考えられる。 というのは,多 くの企業(特 に中小の場合は殆 どすべ

ての企業)が 「評価指標の作成」という面で大幅に遅れてお り,そ もそ も 「"評

価指標の作成'は,す ごく難しいことでとても弊社のような中小企業ではで き

ないような事」 として諦めているか らである。 これによって当該企業の発展が

阻害されるばか りでなく,迅 速な対応が必要 となるような課題発生時に,そ の

課題が発生 していることの検知が遅れてしまい,経 営状況を悪化させてしまっ

ていることが多 く発生 している。これは,筆 者 自身が"日 本経営品質賞セルフ

アセ ッサー"と して数社の中小企業の 「セルフアセスメント」を支援 させてい

ただいた際に見出した事実である。

このような点で日本経営品質賞が改良され,少 しで も多 くの企業の経営品質

が向上することに本稿が寄与することができれば,望 外の喜びである。
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